
女性の就労支援事業業務委託仕様書 

１ 事業の目的 

日本の女性の有業率は 30歳代の出産・育児期に低下し、子育てが一段落した 40歳代で再び上昇

する、いわゆる「Ｍ字カーブ」を描いており、他の先進国に比べるとその傾向が顕著となっている。 

また、国の調査によると、本県の女性有業者に占める非正規雇用者の割合は 60％と全国平均

（57％）を上回っている。特に 25 歳以上を年齢階層別にみると、年齢とともに割合が高くなる傾

向にあり、30～34歳で 50％を超え、40～44歳では 60％に上っており、子育て中から子育て終了後

の再就職や、転職の際に非正規社員を選択する、もしくは、選択せざるを得ない状況であることが

うかがえる。 

このため、本事業では、非正規や未就業で働く女性に対し、再就職やキャリアアップに結び付く

実践的なセミナーを実施するとともに、自身と同じ立場の人とつながる場や、自身のキャリア形成

について考える機会を提供し、希望に応じた就労をサポートすることを目的とする。 

 

２ 契約期間 

契約の日から平成 31年３月 29日（金）まで 

 

３ 委託業務の内容 

〇女性のためのキャリアアップセミナーの実施 

ア 概要 

（１）基本研修 

非正規や未就業で働く女性に対し、将来に向けたキャリアデザインの描き方や知っておくべ

き基礎的な知識・情報について学べる講座を実施する。 

また、本研修の実施にあたっては、キャリアカウンセラー（国家資格のキャリアコンサルタ

ント等、キャリアカウンセリングにふさわしい資格、知識及び経験を有すること）を適正人数

配置し、参加者の就職等の相談に応じる時間を設けるものとする。 

【実施例】 

・働くことについての総論 

  多様な働き方、子育て等と仕事の両立、自分の時間を作るための整理整頓術など 

・キャリアビジョンの描き方 

 なりたい自分を描くこと、資格取得・スキルアップにつながる自分への投資など 

・コミュニケーション力 

 今更人には聞けないビジネスマナー、セルフマネジメントによる印象管理、コミュニケー

ション力の伸ばし方など 

 

（２）実践研修 

非正規や未就業で働く女性に対し、更なるキャリアを積んでいただくために、より実践で 

役立つスキルを身につける講座を実施する。 

また、本研修の実施にあたっては、キャリアカウンセラー（国家資格のキャリアコンサルタ

ント等、キャリアカウンセリングにふさわしい資格、知識及び経験を有すること）を適正人数

配置し、参加者の就職等の相談に応じる時間を設けるものとする。 

【実施例】 

・職場と家庭でのコミュニケーション力 

  周りを味方にする力、効果的な質問の仕方（承認・表情・姿勢）、相手に気持ちよく 

伝わる交渉術など 

・タイムマネジメント 

効率を上げるタイムマネジメントについて、企業の制度等を活用した時間を有効に使う 



仕事の整理術など 

・ビジネススピーチ力アップ術 

  ビジネスに役立つ「伝える力」、分かりやすい文章の組み立て方、人を動かす相手の心に 

残るプレゼン力など 

イ 回数及び会場 

契約期間内に基本研修、及び実践研修をそれぞれ１回（２時間以上）実施することとし、会場

については、三重県内で参加者の利便性の高い場所を県と協議のうえ、選定する。 

ウ 対象者及び募集人数 

各回、未就業や非正規で働く女性 20人以上 

エ 内容等について 

○セミナーに参加する女性は、受託者にて広く募集して選定すること。 

また、参加無料とすること。 

○セミナーの内容にふさわしい教材・テキストを用意し、参加者に配付すること。 

○セミナー開催時には、会場内または会場近隣に利用者用の託児サービスを設け、無料で託児 

サービスを提供すること。 

  ○SNSの活用、自身のライフモデルを考えるワークショップなど参加者同士での交流を促進し、

同じ境遇の方同士のネットワークづくりを支援すること。 

○セミナー実施後は、参加者に対してアンケートを行い、事業評価を実施すること。 

○この委託内容には、受託者負担によるセミナーの事前ＰＲを含め、円滑な運営に必要となる

付帯業務の一切を含む。 

 

４ 提出を要する書類等 

 本業務の完了の証として、実施概要及び成果に関する委託業務実績報告書等を作成し、委託期間

内に紙媒体（原則としてＡ４版、２部）及び電子データにて提出すること。 

 

５ その他業務実施上の条件 

（１）県は、必要に応じ、受託先を訪問し状況確認を行うとともに、実地及び書面による検査を実 

施することができるものとする。 

（２）受託者は、この契約に違反する事態が生じ、または生じるおそれのあることを知ったときは

速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

（３）本業務により発生した成果物の所有権は、引き渡しが完了したときに三重県に移転するもの

とし、著作物の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権利で、第 27 条及び第

28 条に定める権利を含む。）及び著作物の翻案等により発生した二次的著作権は、委託料の支

払いが完了したときをもって三重県に譲渡されるものとする。また、受託者は著作権を譲渡し

た著作物に関して、著作人格権を行使しないものとする。 

（４）業務の遂行において疑義が生じた場合は、その都度委託者と協議し、その指示に従うこと。 

（５）この契約に係る会計関係書類は、委託事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間の

保存が必要である。 

 

６ 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受託者は、業務の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介

入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

ウ 委託者に報告すること。 

エ 契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受け



たことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と

協議を行うこと。 

（２）委託者は、受託者が（１）イ又はウの義務を怠ったときは、三重県の締結する物件関係契約

からの暴力団等排除措置要綱第７条の規定により三重県物件関係落札資格停止要綱に基づく

落札資格停止等の措置を講じる。 

 

７ 障がいを理由とする差別の解消の推進 

受託者は、業務を実施するにあたり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律を遵守す

るとともに、同法第７条第２項（合理的配慮の提供義務）に準じ適切に対応するものとする。 

 

８ 個人情報の保護 

本事業による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報の取扱いに関

する特記事項」を遵守すること。 

 

９ その他 

本仕様書に定めのない事項や細部の業務内容については、県と協議して実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 

「個人情報の取扱いに関する特記事項」 

 

注） 「甲」は実施機関を、「乙」は受託者をいう。 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければならない。 

  また乙は、個人番号を含む個人情報取扱事務を実施する場合には、「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成25年法律第27号。以下「番号法」とい

う。）等関係法令を遵守すること。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、この契約による事務に関して知ることができた個人情報を甲の承諾なしに他人に知

らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（責任体制の整備） 

第３条 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持し

なければならない。 

（責任者等の報告） 

第４条 乙は、この契約による個人情報の取扱いの責任者（以下「個人情報保護責任者」という。」）

及び業務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、書面により甲に報告しなければ

ならない。 

２ 乙は、前項の個人情報保護責任者及び作業従事者を変更する場合は、あらかじめ甲に報告しな

ければならない。 

（作業場所等の特定） 

第５条 乙は、個人情報を取り扱う場所（以下、「作業場所」という。）とその移送方法を定め、

業務の着手前に書面により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、作業場所及び移送方法を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならな

い。 

３ 乙は、甲の事務所内に作業場所を設置する場合は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対し

て、身分証明書を常時携帯させ、名札等を着用させて業務に従事させなければならない。 

（収集の制限） 

第６条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、事務の目的を明

確にするとともに、事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行

わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、甲が指示した場合を

除き、本人から収集しなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第７条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的のために利

用し、又は第三者に提供してはならない。 

（教育の実施） 

第８条 乙は、この契約による事務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、その

事務に関して知ることができた個人情報を他に漏らしてはならないこと、契約の目的以外の目的

に使用してはならないこと及び三重県個人情報保護条例（以下「条例」という。）第13条、条例

及び番号法に定める罰則規定並びに本特記事項において従事者が遵守すべき事項、その他この契

約による業務の適切な履行に必要な事項について、教育及び研修をしなければならない。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 乙は、この契約による事務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせ

る場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者による個人情報の処理に関する結果について責任を負

うものとする。 



（再委託の禁止） 

第10条 乙は、この契約による事務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲が承諾

した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 

  また、甲の承諾を得て乙が再委託する場合には、乙は、本条第２項から第６項の措置を講ずる

ものとし、再々委託を行う場合以降も同様とする。 

２ 乙は、個人情報の処理を再委託する場合又は再委託の内容を変更する場合は、あらかじめ次の

各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出して前項の承諾を得なければならない。 

一 再委託する業務の内容 

二 再委託先 

三 再委託の期間 

四 再委託が必要な理由 

五 再委託先に求める個人情報保護措置の内容 

六 前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再委託先の誓約 

七 再委託先の監督方法 

八 その他甲が必要と認める事項 

３ 乙は、再委託を行ったときは遅滞なく再委託先における次の事項を記載した書面を甲に提出し

なければならない。 

 一 再委託先 

 二 再委託する業務の内容 

 三 再委託の期間 

 四 再委託先の責任体制等 

 五 再委託先の個人情報の保護に関する事項の内容及び監督方法 

 六 その他甲が必要と認める事項 

４ 乙は、前項の内容を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

５ 乙は、再委託を行った場合、再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、

乙と再委託先との契約内容にかかわらず、甲に対して、再委託先による個人情報の処理及びその

結果について責任を負うものとする。 

６ 乙は、再委託を行った場合、その履行状況を管理・監督するとともに、甲の求めに応じて、管

理・監督の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。 

（個人情報の適正管理） 

第11条 乙は、この契約による事務を行うために利用する個人情報を保持している間は、次の各号

の定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

 一 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理可能な保管室で厳重に個人情報を保管す

ること。 

 二 甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出さないこと。 

 三 個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保

護措置を施すこと。 

 四 甲から引き渡された個人情報を甲の指示又は承諾を得ることなく複製又は複写しないこと。 

 五 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバックアップ

の保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

 六 個人情報を管理するための台帳を整備し、責任者、保管場所その他の個人情報の取扱いの状

況を当該台帳に記録すること。 

 七 作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他私用物を持ち込んで、個人情報を扱う

作業を行わせないこと。 

 八 個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えられる業務

に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

（受渡し） 

第12条 乙は、この契約において利用する個人情報の受渡しに関しては、甲が指定した手段、日時

及び場所で行うものとし、個人情報の引渡しを受けた場合は、甲に受領書を提出しなければなら

ない。 



（個人情報の返還、廃棄又は消去） 

第13条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが収集し、若し

くは作成した個人情報について、事務完了後、甲の指示に基づいて個人情報を返還、廃棄又は消

去しなければならない。 

２ 乙は、第１項の個人情報を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報が判読、

復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

３ 乙は、パソコン等に記録された第１項の個人情報を消去する場合、データ消去用ソフトウェア

を使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないように確実に消去しなければなら

ない。 

４ 乙は、個人情報を廃棄又は消去したときは、廃棄又は消去を行った日、責任者名及び廃棄又は

消去の内容を記録し、書面により甲に報告しなければならない。 

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められた場合は、これに応じなければならない。 

（点検の実施） 

第14条 乙は、甲から個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、個人情報の取扱

いに関する点検を実施し、直ちに甲に報告しなければならない。 

（検査及び立入調査） 

第15条 甲は、本委託業務に係る個人情報の取扱いについて、本特記事項に基づき必要な措置が講

じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先等に対して検査を行うことができ

る。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、作業場所を立入調査することができるものとし、乙に対して

必要な情報を求め、又はこの契約による事務の執行に関して必要な指示をすることができる。 

（事故発生時の対応） 

第16条 乙は、この契約による事務の処理に関して個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、

その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報の

内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報告し、甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、甲と協議のうえ、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り当該

漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。 

（契約の解除） 

第17条 甲は、乙が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、この契約による業務の全部又は

一部を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対して、その損

害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第18条 乙の故意又は過失を問わず、乙が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったことにより、甲

に対する損害を発生させた場合は、乙は、甲に対して、その損害を賠償しなければならない。 

 


